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1  総則 

1.1 適用範囲 

この仕様書は，情報本部で実施する国内委託教育（語学・英語）の必要な事項について規定する。 

 

2  教育に関する要求 

2.1 教育目標・教育成果 

a) 英語の正確な聴取力，発音，文法，読解力，ライティング，会話力等の英語運用能力を向上さ

せる。 

b) CEFR B1 レベル以上の英語運用能力の修得を目標とし，同レベルの英語資格試験に合格し得る知

識を習得することを目標とする。 

2.2 教育期間 

教育期間は，調達要領指定書により規定する。 

2.3 教育形態 

 語学教育を継続的に実施するために必要な常設の教育設備，運営体制及び現場確認対応を有し，対

面及びオンラインの双方に対応可能な体制における，指導歴を有する講師とのマンツーマンレッスン

を基本とし，講師は，英語教授法資格を有する者又はこれと同等以上の教授経験・研修歴を有する者

とし，資格証明書，試験成績，職務経歴書その他の客観的資料で確認できる者とする。主任講師を定

め，契約期間を通じ継続して担当させることを原則とする。やむを得ず講師を変更する場合は，同等

以上の要件を満たす者を充てるものとし，事前に官側の承認を得ること。 

2.4 教育時間数 

 教育時間数は，調達要領指定書により規定する。 

2.5 教育スケジュール 

 契約締結後，各受講者と日程調整し，平日夜間，土日祝日を含め柔軟に受講できる体制を有すること。

また，予定されていた授業が契約相手方の都合で実施できなくなった場合，振替え授業を行うこと。 

2.6 教育実施場所 

 通学による教育を実施する場合は，LL教育等の語学教育を継続的に実施する常設の語学専用演習

室等で視聴覚教材を用いた授業を実施できるものとし，契約相手方が準備する。オンライン授業を実

施する場合においても，インターネット等を通じた授業の実施に必要な通信環境及びシステム環境を

準備することとし，契約相手方が準備する。教育実施施設・設備 は授業運営を行う担当職員による
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受付・運営体制を備え，官側による現場確認に対応できること。 

2.7 教育受講人員 

 教育受講人員は，調達要領指定書により規定する。 

2.8 教材 

契約相手方が準備するものとし，業者による独自開発または一般的なものとする。 

 

3  成果測定等 

 教育目標必達のための具体的な教育計画及び講師の経歴，指導歴，実績を契約締結後に提出すると

ともに，教育期間の初回に面談及びレベルチェックを実施し結果を送付すること。毎月の授業記録，

評価レポートを月末までに送付するものとする。毎月の授業記録には，実施日時，実施方法，実施教

材，実施内容，受講者の到達状況，今後の課題，次回指導方針を含む具体的なものとする。成果測定

は教育成果に対する達成度評価を含み，期末に教育目標に対する成果を示すことが可能な模擬試験等

の定量的及び定性的な成果測定を実施し，各技能を評価するものとする。なお報告期限は調達要領指

定書に規定する。 

 

4  品質保証 

4.1 監督・検査 

監督及び検査については，支出負担行為担当官等が定める監督及び検査実施要領による。受託事業

者は，教育計画全体の設計・品質保証に責任を持ち，教育責任者を配置すること。受講者による定期

評価結果が一定基準を下回る場合，講師交代などの対応を取ること。 

4.2 その他 

官側は，必要の都度，契約相手方での教育について，現場確認を実施するものとする。教育にあた

って契約相手方は，施設概要，授業の写真，設備一覧，使用教材，教育方法，評価方法，教育実績等

を記載した提案書を契約締結後に提出し，教育の品質が一定の水準を達成していることを示すこと。

提案内容が本仕様書に定める教育目標，教育形態，教材内容，講師要件，教育実施場所又は品質保証

に関する要件を満たさないと認められる場合は，官側は是正を求めることができる。また，提出資料

に虚偽記載，重大な記載漏れ又は実施体制に関する重大な不備が判明した場合は，当該入札者を落札

者としないことがある。契約締結後においても，実施される教育が提案内容又は仕様書に照らして著

しく不十分であると認められる場合は，官側は是正を求めることができるものとする。 

 

5 仕様書の疑義 

契約の相手方は，本仕様書に疑義が生じた場合は，速やかに支出負担行為担当官等と協議するもの

とする。 

. 



調 達 要 領 指 定 書 

調達要領指定書 

発簡番号  
調達要求番号 統－０８－０５２５－０１８ 

調達要求年月日 令和８年５月２５日 
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指定事項： 
2.2 教育期間 

    契約締結日から令和９年３月３１日までの間とする。 
 
2.4 教育時間数 

   １００時間以上とする。 
 

2.7 教育受講人員 

 

 

 

 

 

3 成果測定等 

  令和９年３月２６日までに、2.1 教育目標・教育成果の項目に則し、当該受講者の

教育による習得度合いを測定し、令和９年３月３１日までに入学時と終了時を比較し

た客観的な評価を書面（様式は随意）にして官側に提出すること。 
 

 

教育受講対象者 
（対象者呼称は仮称） 

教育受講人員（予定） 

対象者 A １名 

 


